愛知県福祉サービス第三者評価機関認証要綱
（目的）

第１条　この要綱は、愛知県における福祉サービス第三者評価事業を推進するため、福祉サービス第三者評価機関（以下「評価機関」という。）に関する認証の要件（以下「認証要件」という。）等を定めることにより、福祉サービス第三者評価事業の信頼性及び透明性を確保することを目的とする。

（福祉サービス第三者評価の種別）

第２条　愛知県における福祉サービス第三者評価の実施対象施設の種別は別表のとおりとする。

（認証要件）

第３条　評価機関の認証要件は、次の各号の全てを満たすものとする。

　（１）法人格を有していること。

　（２）福祉サービスを提供していないこと。

　（３）評価機関が関係する福祉サービス事業者の評価は行わないこと。

　（４）評価機関の会員になっている事業者の評価は行わないこと。

　　　　ただし、第三者性を有した評価決定委員会を設置し、評価決定をする場合はこの限りではない。
（５）所属する評価調査者に対して定期的な研修機会を確保していること。

　（６）第１２条の規定により認証を取り消された法人（取消しの日に当該法人の役員であった者が役員である法人を含む。）については、その取消しの日から３年以上経過していること。

　（７）評価調査者に関し、次の要件を満たしていること。

　　　ア　次の（ア）又は（イ）に該当する評価調査者をそれぞれ１名以上設置していること。

　　　（ア）組織運営管理業務を３年以上経験している者、又はこれと同等の能力を有していると認められる者

　　　（イ）福祉、医療、保健分野の有資格者若しくは学識経験者で、当該業務を３年以上経験している者、又はこれと同等の能力を有していると認められる者

　　　イ　評価調査者は、愛知県福祉サービス第三者評価推進センター（以下「愛知県推進センター」という。）が実施する評価調査者養成研修を修了していること。
　　なお、平成２４年度以前に養成研修を修了し、評価機関に登録をしていない者が新たに評価機関に登録する場合には、高齢福祉施設分野の養成研修を受講することにより、資格を失わないものとする。

　　　ウ　一件の第三者評価に２人以上（ア（ア）及び（イ）の双方を含む。）の評価調査者が一貫してあたること。

　　　エ　評価調査者が関係する福祉サービス事業者の評価は行わないこと。
（８）事業内容に関する透明性を確保するために次の規定等を整備し、公開していること。
　　　ア　所属する評価調査者の次の事項を記載した名簿。ただし、氏名については非公開も可とする。

　　　（ア）評価調査者養成研修の修了に関すること。

　　　（イ）第７号アに関する資格又は主な経歴に関すること。

　　　イ　事業内容等に関する規定（福祉サービス第三者評価を実施するサービス種別を含む。）

　　　ウ　福祉サービス第三者評価の手法

　　　エ　守秘義務に関する規定

　　　オ　倫理規定

　　　カ　料金表

　　　キ　評価事業の計画及び実績

　（９）福祉サービス第三者評価を受けた事業者等からの苦情解決体制が整備されていること。

（評価基準・評価の手法・結果の取扱い）

第４条　評価機関の評価基準、評価の手法及び評価結果の取扱い等については、愛知県福祉サービス第三者評価機関の評価業務実施要綱に定めるものを満たすものとする。

（認証の申請）

第５条　認証を受けようとする機関は、福祉サービス第三者評価機関認証申請書（様式１）に必要書類を添付して、愛知県知事に申請するものとする。

（認証）

第６条　認証にあたっては、愛知県推進センターに設置する認証委員会において審査し、その結果をふまえ、愛知県知事が認証するものとする。
（認証の有効期間）

第７条　認証の有効期間は、３年とする。
（認証の更新）

第８条　評価機関から認証の更新の申請があった場合、認証委員会における審査の結果を踏まえ、認証を更新することができる。
　2  認証の更新を希望する機関は、福祉サービス第三者評価機関認証更新申請書（様式２）に必要書類を添付して、愛知県知事に申請するものとする。

　3　認証委員会による認証の更新の審査は次の各号を踏まえ、行うものとする。

　（１）本要綱第３条に定める認証要件を全て満たしていること。

　（２）当該評価機関に所属する評価調査者が全国推進組織又は愛知県推進センターが行う更新時研修を受講していることが望ましいこと。その場合、認証の更新を行う日の属する年度の前年度からの直近３か年度における評価件数が１０件未満の評価機関に所属する評価調査者は、当該更新に係る申請年度又は更新年度中に、当該更新時研修を必ず受講しなければならないものとする。

　（３）本要綱第１２条に定める認証の取消に係わる第２号、第３号に該当しないこと。
（変更の申請）

第９条　評価機関は、第２条に定める福祉サービス第三者評価の実施対象施設の区分を変更しようとするときは、福祉サービス第三者評価機関認証変更申請書（様式３）に必要書類を添付して愛知県知事に申請するものとする。

（変更の届出）

第１０条　評価機関は、第５条で規定する申請書に記載する事項及び申請書に添付した書類の内容に変更が生じた場合は、変更の事由が生じた日から３０日以内に、申請内容変更届（様式４）に必要な書類を添付のうえ、変更内容を愛知県知事に届け出なければならない。
（認証の辞退）

第１１条　認証を受けた評価機関は、認証辞退届（様式５）を愛知県知事に提出することにより、認証を辞退することができる。

（認証の取消）

第１２条　愛知県知事は、次の各号のいずれかに該当し、愛知県推進センターが認証委員会において審査し、取り消しを認めた場合、愛知県福祉サービス第三者評価機関認証取消通知書（様式６）により評価機関の認証を取り消すことができる。
（１）第三者評価機関認証要件のいずれか一つが欠けた場合

（２）定期的な事業報告又は愛知県推進センターへの協力を行わない場合

（３）不正な行為が行われた場合
（４） 認証の更新において、第８条第３項第２号後段に定める更新時研修を受講しなかった場合

（事業報告）
第１３条　評価機関は、毎事業年度終了後速やかに愛知県推進センターに、第三者評価事業の実績を報告するとともに、愛知県推進センターが第三者評価事業の適正な実施を目的として行う調査等に協力するものとする。

（その他）

第１４条　この要綱の実施に関して必要な事項は、別に定める。

　　附則
　この要綱は、平成２５年３月１４日に施行し、平成２４年４月１日から適用する。

ただし、別表の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」は、平成２５年３月３１日までの間は「障害者自立支援法」と読み替える。

附則

この要綱は、平成２６年３月２０日に施行する。
附則

この要綱は、平成２８年８月１日に施行し、平成２８年４月１日から適用する。
附則

この要綱は、平成３０年３月３０日に施行する。

　附則

この要綱は、平成３１年４月１日に施行する。
附則

この要綱は、令和２年４月１日に施行する。
　附則
この要綱は、令和２年１０月１日に施行する。
　附則
この要綱は、令和２年１１月１９日に施行する。
　附則
この要綱は、令和３年６月２５日に施行する。
　附則
この要綱は、令和３年１０月１８日に施行する。
